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研究成果の概要（和文）：契約にかかわる消費者の法的保護の重要課題として、①不動産賃貸借契約における更新料条
項の有効性をめぐる契約内容の問題、および、②投資サービスの販売・勧誘における説明義務・適合性原則違反の問題
を中心に、ドイツ・ヨーロッパの比較法的検討を踏まえた研究成果を公表した。
①については、不動産賃借人の保護については、不当条項規制における第三者関与モデルという視点から、最高裁判決
の結論に対する批判的検討を行った。②については、公法と私法の協働という視点を踏まえて、狭義・広義に分けて議
論してきたわが国の議論を再評価すべきこと、私法理論としての多元的把握の必要性を主張した。

研究成果の概要（英文）：Two main subjects in the fields of the consumer contract law are discussed. 
First, how is consumer as a tenancy protected, when he/she is forced to pay the renewal fee according to 
the contract term, which is written in the tenant contract. The Supreme Court said the contract term is 
not void. But the Supreme Court Ruling is hard to justified, when one looked at the theoretical 
developments in German and European Unfair Terms Control und consumer protections. Second issue is the 
interrelations of the civil law protection of private investors and that of consumers. In Japan, the 
possibilities are explored, not only the duty to inform, but also the duty of suitability are to be 
introduced in the Consumer Contract Act of 2001, which is a special private Act for all consumer 
contract. The theoretical foundations of the legal protection in both fields are discussed and discovered 
traits common.

研究分野：民事法学
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１．研究開始当初の背景 
 
研究代表者は、平成 23年 10月 10日の私
法学会シンポジウム「消費者契約法の 10年」
において、消費者契約法 1条のいう「情報・
交渉力の格差」にかんがみた規制の正当化理
由、およびその適用範囲を画する「消費者」
概念について、ヨーロッパにおける議論の動
向を参考にしながら、問題提起をおこなった。
その準備のためにおこなったヨーロッパで
の現地調査において、ヨーロッパにおいても
わが国とほぼ同じタイミングで同種の議論
状況がダイナミックに展開していることを
知った。本研究は、研究代表者自身がおこな
った問題提起をフォローする必要性を強く
感じたことに加え、ヨーロッパにおける情報
交換の過程において、日本の議論状況につい
ても、ヨーロッパの研究者が強い関心を示し
たことで、わが国からの情報発信、および、
より強固な学術交流の必要性を感じたこと
から着想に至った。 
 
２．研究の目的 
本研究は、消費者契約法の存在理由・規制
の正当化根拠、および、「消費者」概念を中
心に、日本における消費者法の発展の方向性
を探るための基礎理論的研究を行うことを
目的とする。民法(債権関係)改正論議が進展
しているなかで、その議論状況をにらみつつ、
契約法の現代化という視点よりはむしろ、日
本における消費者法の現代化という視点か
ら、消費者契約法の 10 年間の運用の意味を
考察し、今後の発展の方向性を探ることを目
指す。各論的課題として、不動産賃貸借契約
をめぐる裁判例が消費者契約法適用事例の
なかで一大領域を形成していることが「賃借
人」保護のあり方にもたらすインプリケーシ
ョンについても検討する。 
 
３．研究の方法 
 
平成 24 年度は、日本私法学会シンポジウ
ム「不動産賃貸借の現代的課題」における研
究発表が予定されていたこともあり、各論的
課題である不動産賃貸借の「賃借人」が消費
者契約法の適用を争う事案が増大している
ことの理論的インプリケーションを検討し
た。賃借人保護を「社会法」の問題として捉
えてきた従来の考え方、借地借家法の「強行
法規」の意味について再検討したうえで、ヨ
ーロッパにおける賃借人をめぐる消費者問
題とその理論枠組みについての知見を活用
して、消費者契約法 10 条に関する最高裁判
決を批判的に検討した。 
平成 25 年度以降は、適合性原則の消費者
契約法への導入可能性の検討を行った。金融
危機以降の個人投資家を「消費者」として保
護する考え方が強化されるなか、改革論議が
私法理論にどのような理論的インプリケー
ションをもたらすのかを研究した。検討に当

たっては、日本における消費者法の現代化の
方向性を探るという視点を基軸に据えなが
ら、民法(債権関係)改正の審議状況、消費者
法の改正論議等のわが国の動向のみならず、
ほぼ同じタイミングで展開しているヨーロ
ッパの動向を注視しつつ、研究を進めた。 
 
４．研究成果 
 
契約にかかわる消費者の法的保護の重要
課題として、(1)不動産賃貸借契約における
更新料条項の有効性をめぐる契約内容の問
題、および、(2)投資サービスの販売・勧誘
における説明義務・適合性原則違反の問題を
中心に、ドイツ・ヨーロッパの比較法的検討
を踏まえた研究成果を公表した。 
 
(1)について 
消費者契約法が施行されて 10 年以上が経
過したが、そのなかで不動産賃貸借契約をめ
ぐる裁判例が圧倒的な存在感を示している。
消費者契約法は、賃借人保護という古くから
ある課題に何をもたらしたのか。また、消費
者契約法の解釈適用の課題として、何をもた
らしたのか、を検討した。 
 結論としては、①消費者契約法は、敷金や
礼金、更新料という賃料以外の金銭的負担と
いう従来から見られた取引慣行に、市場にお
ける公正性テストに耐え得るのかという視
点からの法的審査を行ったと評価すること
ができる、②このことは、住居不動産賃貸市
場の構造的変化を経て、従来の賃借人保護法
理を支えてきた「経済的弱者」としての賃借
人という像は今日ではもはや妥当せず、市場
のルールとしての消費者契約法によって律
せられるようになったことを意味する。③た
だし、平成 23 年に相次いで現れた敷引条項
と更新料条項をめぐる最高裁判決は、住居不
動産賃貸市場の構造的変化をもっぱら需給
バランスの変化(住居の絶対的不足から空家
率上昇の時代へ)に収れんさせて捉えており、
仲介業者の役割が変化していることには十
分な考慮が払われていないことを明らかに
した。以上の問題意識から、ドイツ・ヨーロ
ッパ法の議論を参考に、「不当条項規制にお
ける第三者関与モデル」を提唱した。 
 
(2)について 
 適合性原則とは、顧客の属性(知識・経験・
財産状態・契約の目的)に適合しない商品・
サービスを勧誘してはならないとのルール
である。アメリカの証券取引の領域における
自主規制や行政監督ルールに起源を有する
この投資家保護ルールは、今日、金融サービ
スの領域におけるグローバル・スタンダード
となっている。わが国においても、適合性原
則は、金融サービスの領域における販売・勧
誘ルールの中核をなし、金融危機を経て一層
の重要性を獲得しつつあるが、同時に、消費
者法や民法(債権関係)改正における適合性



原則の要請の部分的な実現、更には、消費者
契約一般に適用のある特別民事法である諸
費者契約法への導入が立法論として検討さ
れるなど、投資家保護の領域を超えて、消費
者保護のルールへと変貌も遂げつつある。こ
のような発展は、他国に例を見ないわが国特
有のものである。 
 このような複合的な発展を遂げつつある
適合性原則について、ドイツ法の比較法的検
討、それも、19 世紀末から近時の金融危機後
の規制改革に至るまでの120年余りにわたる
法発展を追いながら、投資家保護と消費者保
護の交錯に光を当てて、個人の権利救済を実
現する民事ルールとしての「適合性原則」の
可能性について検討を加えた。 
結論としては、公法と私法の協働という視
点を踏まえて、狭義・広義に分けて議論して
きたわが国の議論を再評価すべきこと、私法
理論としての多元的把握の必要性を主張し
た。 
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